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【立地適正化計画とは】 
全国的な少子高齢化、人口減少の進行を背景とし、都市再生特別措置法が一部改正され（平成 26 年８月施行）、

市町村は『立地適正化計画』を策定することが可能になりました。 

この計画は、都市全体の観点から居住機能や医療・福祉・商業等の都市機能の配置や公共交通の充実に関する包

括的なマスタープランであり、コンパクトなまちづくりと地域交通の再編との連携によって、誰もがこれらの生

活利便施設等を利用できる、「ネットワーク型コンパクトシティ」を目指すための計画です。 

立地適正化計画では、主に、「まちづくりの方針」・「居住誘導区域」・「都市機能誘導区域」・「誘導施策」等を定め

ます。 

【背景と目的】 
本町では、人口が 2010 年（平成 22 年）から減少に転じているとともに、少子高

齢化が進行しており、地域社会の維持や労働力の減少、地域経済の衰退等、様々な

影響が懸念されています。 

本町の都市特性を活かしたコンパクトなまちづくり及びこれと連携した持続可能

な公共交通のネットワークの再構築を図るため、『立地適正化計画』を策定します。 

【目標年次】 
おおむね 20 年後の

2040 年（令和 22 年）

を目標年次とします。 

都市機能誘導区域・居住誘導区域 

【誘導施設】 

 

機 能 分 類 

役場 

保健福祉センター 
老人福祉センター 

商業施設（床面積 1,500 ㎡以上） 

病院（医療法第１条の５第１項による 20 床以上を有する病院） 

銀行（ ） 

図書館（図書館法第２条第１項に規定する図書館） 
文化会館（ ） 
公民館等（基幹的な公民館） 

①まちづくりの方針等を踏まえて設定 

・まちづくりの方針の“市街化区域全体に

形成される安全・安心で良好な住環境の

維持”などを踏まえ、市街化区域全域を

基本とします。 

※まちづくりの方針は、裏面に記載しています。 

②災害リスクの高い地域は居住誘導区域から除外 

・安全・安心で良好な住環境を維持する観点から、レッドゾー

ン、イエローゾーンの指定状況を踏まえ、土砂災害警戒区域・

土砂災害特別警戒区域に指定されている地域は除外します。 

・河川（住吉川、雨山川）の浸水想定区域のうち、想定最大規模

で浸水深が３ｍ以上となる区域は除外します。 

【居住誘導区域】 

②賑わい・交流の創出に寄与する施設の立地状況などを

勘案して設定 

・「熊取町公民館・町民会館」、「熊取図書館」など、賑

わい・交流の創出に寄与する施設や（都）大阪外環

状線沿道には商業施設が集積して立地しており、そ

れら賑わい・交流に寄与する施設を包含する範囲と

します。 

①まちづくりの方針・目指すべき都市構造を踏まえて

設定 

・まちづくりの方針の“熊取駅から熊取町役場間の

都市機能の集積による中心市街地の魅力向上”な

どを踏まえ、熊取駅周辺及び熊取町役場周辺間を

基本とした徒歩圏 800ｍ圏内の限定的な範囲と

します。 

【都市機能誘導区域】 
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【立地適正化計画における課題】 

本町の核となる中心市街地（熊取駅から熊取町役場間）の活力・賑わいの創出、更なる安全性の向上を図るとともに、市

街化区域全体に広く形成されている良好な住環境（安全性・利便性）の確保、持続可能な公共交通ネットワークの再構築を

進めるなど、すべての住民が安全・安心、快適に暮らし続けることができるコンパクトなまちづくりが必要です。 

【今後想定される課題】 
熊取駅周辺は高い魅力度があるものの、人口減少や若い世代の減少、空き店舗の増加などにより、中心市街地の活力・賑わいの低下が懸念されます。 

人口減少や高齢化に伴う空き家の増加や、利用需要の変化に対応した公共施設等の機能の最適化が必要です。 

熊取駅から熊取町役場間で都市基盤の更なる整備等による中心市街地でのより安全・安心な都市空間の創出が必要です。 

ひまわりバス利用が増加する一方で、路線バス利用は減少しており、利用者ニーズに対応した持続可能な公共交通ネットワークの再構築が必要です。 

熊取駅から熊取町役場間の都市機能の集積による中心市街地の魅力向上と 
市街化区域全体に形成される安全・安心で良好な住環境の維持 

【本町の主な特性】 
本町は、自然と都市が調和した町域に市街地を形成し、都市機能（施設）の整

備を進めるなど、従来からコンパクトなまちづくりを進めてきました。 

熊取駅は乗降客数が多く、熊取駅周辺は人口密度も高いことに加え、地価も上

昇しているなど、高い魅力度を有しています。 

既存の郊外部等の住宅地は、良好な住環境を有しており、水害や土砂災害など

の災害リスクも比較的低い状況にあります。 

市街化区域内の各地区において、日常生活に必要な医療・子育て支援施設・介

護・福祉などの都市施設が立地しており、良好な生活環境が形成されています。 

ひまわりバスの利用者は年々増加していますが、路線バス利用者は減少してお

り、人口減少と高齢化が進むため、持続可能な公共交通ネットワークの再構築

を図るべく、公共交通会議での議論を進めており、今後公共交通の利便性向上

が見込まれます。 

防災指針とは 

防災指針は、居住誘導区域における災害リスクをできる限り回避あるいは低減させ、必要な防災・減災対策を計

画的に実施していくため、立地適正化計画に定めるものです。 

【防災指針】 

［防災まちづくりの将来像］ 

ハード・ソフト両面からの防災対策の推進による安全・安心な居住環境の維持 
 

［防災まちづくりの取組方針］ 

●総合的、一元的な雨水・治水・浸水対策    ●ハード施設の整備・維持管理 

●防災教育・防災訓練の実施          ●ハザードに関する周知 

誘導方針１：中心市街地における賑わいの創出 

■土地利用や都市基盤整備について 
・熊取町公民館・町民会館や熊取図書館のリニューアルによる賑わい創出 
・中心市街地の施設・空間を活用した各種イベントの実施による賑わい創出 
・都市計画道路の整備促進（（都）大阪岸和田南海線・（都）大阪外環状線４車線化等） 

■熊取駅周辺について 
・熊取駅周辺の土地利用の活性化 
・（都）熊取駅西線〔熊取駅西交通広場〕及びアクセス道路の整備 
・空き店舗を活用した事業所開設（リノベーションなど）に向けた支援 
・町内大学連携・協力による賑わい創出（ワークショップの開催等）           など 

誘
導
施
策 

誘導方針２：中心市街地での快適で安全・安心な都市環境の創出 

■公共施設や住宅の安全・安心対策（耐震化など）について 
・熊取町公民館・町民会館、熊取図書館等の耐震化 
・公共施設等の耐震化、更新・長寿命化等、適切な維持管理 

■防災・減災対策全般について 
・旧市街地での健全な市街地の形成（狭あい道路の拡幅等） 
・通学路等交通安全プログラムに基づく計画的な交通安全対策の実施           など 

誘
導
施
策 

誘導方針３：居住環境・生活利便性の維持 

■公共交通について 
・地域公共交通会議と連携した持続可能な公共交通ネットワークの再構築 

■居住環境について 
・町外からの移住や快適な暮らしの維持に向けた定住支援 
・空き家バンクの活用による空き家の利活用の促進 

■健康・介護・福祉支援、子育て支援、公共施設について 
・独居高齢者・高齢者のみ世帯等への生活支援施策の検討 
・地域・住民の絆で見守る子育てしやすい環境の充実（子育て相談体制の充実等） 
・小・中学校の校舎、体育館等、施設・設備の計画的な改修等 

■道路、公園、下水道について 
・道路整備計画に基づく計画的な道路整備 
・公園施設の定期的な点検と長寿命化計画による更新や補修 
・下水道未整備地域における計画的・効率的な整備                   など 

誘
導
施
策 

【目標値】（令和 22 年） 

●現状：51.8 人/ha（平成 27 年国勢調査） 
居住誘導区域の 

人口密度 
⇒ ●目標：45 人/ha 以上 

●現状：987 件（熊取町統計書令和２年度版） 事業所数 ⇒ ●目標：現状値以上 

●現状：74.4％（令和元年度） 
自主防災組織の 

自主防災訓練実施率 
⇒ ●目標：100％ 

【熊取駅乗車客数】 

●現状：401.8 万人（令和元年度） 

【公共交通（バス）の利用者数の割合】 

●現状：５％（令和元年度） 

公共交通利用者数 

 

⇒ ●目標：現状値以上 

 

⇒ ●目標：現状値以上 

※公共交通利用者数の目標値については、今後、公共交通会議での検討により見直す場合があります。 


